
1．はじめに

東日本大震災の発生から 10 年が経ち、被災地における

復興事業は新たな段階に入っている。復興庁によれば、

2020 年 12 月末時点での東日本大震災の被災地における住

まいの自主再建は 15.4 万件におよび、災害公営住宅およ

び防災集団移転促進事業の進捗率も当初予定のほぼ 100％

に達したとして、「住宅再建は着実に進捗、整備が概ね完了」

したとされている注1）。

　しかしその一方で、近年、とりわけ災害公営住宅にお

ける高齢者の孤独死が増加している。朝日新聞によれば、

2011 〜 2020 年の 10 年間の孤独死の数は仮設住宅で 273

人、災害公営住宅（復興住宅）で 341 人と、すでに仮設住

宅を災害公営住宅が上回り、さらにそのうち 65 歳以上の

高齢者が占める割合は仮設住宅が 59.7％、災害公営住宅が

75.4％と、とりわけ災害公営住宅の高齢者において孤独死

が多くなっていることがわかる注2）。災害公営住宅は高齢者

にとって暮らしやすい住まいとなっているのか、今、その

点があらためて問われていると言えよう。

　災害公営住宅における高齢者の「孤立化」や「孤独死」

の問題はすでに阪神・淡路大震災において指摘され文 1) 文 2)、

それをふまえて仮設住宅から災害公営住宅への移行過程に

おけるコミュニティの維持・形成の重要性・必要性が指摘

されてきた文 3) 文 4)。また、東日本大震災の被災地における

災害公営住宅については、仮設住宅のコミュニティを基盤

とした災害公営住宅への移転が環境移行に伴う負荷を軽減

させる可能性に関する研究や文5)、災害公営住宅へのコモン

空間の導入を通じた共同性の回復に関する研究文6)、災害公

営住宅入居登録者の登録までの住宅再建意向変化とその要

因に関する研究文7) などが行われてきた。

　このように従来の研究においては、災害公営住宅におけ

る孤立化・孤独死の実態や、その対策としてのコミュニテ

ィの維持・形成や共同性の回復の必要性などが指摘されて

きたが、入居者自身が災害公営住宅に対してどのように感

じているのか、住まいの「暮らしやすさ」をどう評価して

いるのかという点については、ほとんど検討されてこなか

った。しかしながら、前述のように災害公営住宅における

高齢者の孤立や孤独死の問題を考えるとき、そこが高齢者

にとって「暮らしやすい」住まいとなっているかどうかは
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無、自治会活動への参加状況などを尋ね、特に高齢者に対

しては外出先や移動方法、趣味活動、交友関係の増減、具

体的な交流状況などについて尋ねた。調査票の配布にあた

っては調査員が各世帯を訪問し、在宅の場合は調査への協

力を依頼したうえで調査票を手渡し注3)、不在の場合はポス

ティングをおこない、全 560 世帯のうち 382 世帯に調査票

を配布し、そのうち 156 世帯より回答を得た注4)。

　また，それぞれの災害公営住宅のアンケート調査でイン

タビュー調査の了承が得られた 76 人にインタビュー調査

を実施した。インタビュー項目として外出状況、人的交流、

介護要望、高齢期における生活変化、集会所への要望等に

ついての質問を設定したが、基本的には回答者に自由に口

述してもらう形式とした。

　なお、アンケート調査、インタビュー調査ともに 2019

年の 8 〜 11 月に実施した。また、5 章「「暮らしやすさ」

の変化の具体的事例」においては、過去 6 年間のインタビ

ュー調査のデータも合わせて分析を行った。

　なお、今回のアンケート調査で得られたデータについて

はデータ数および回収率ともに災害公営住宅の各団地によ

って大きなばらつきがあり、個々の団地の特徴を論じるこ

とが難しいと判断されること、全体の回収率も 27.9％とあ

まり高くないことをふまえて、次章の分析では災害公営住

宅全体の集計データを用いて調査対象とした災害公営住宅

の特徴をアンケートで把握できた範囲で描きだすことを主

眼とする。

3. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」とその要因

3.1. アンケート対象世帯の属性

　最初に、今回のアンケートデータで得られた 156 世帯の

属性を概観する。図 1 は世帯類型を示したものだが、全体

の 6 割近くを 1 人暮らしが占め、次いで夫婦のみの世帯が

2割を占めており、2世代・3世代同居は3割程度にとどまる。

さらに 1 人暮らし世帯 91 戸のうち 90 戸が高齢者世帯であ

り、夫婦世帯 31 戸のうち 30 戸が高齢者夫婦である。図 2

はアンケート回答者の年齢を示したものだが、8 割近くを

65 歳以上の高齢者が占めており、調査対象の災害公営住宅

に関しては入居者の高齢化・独居化の傾向が読み取れる。

3.2. 災害公営住宅の「暮らしやすさ」

　次に、災害公営住宅の「暮らしやすさ」についてのアン

ケート結果を検討する。図 3 は「現在住まわれている公営

住宅は暮らしやすいですか」という質問に対する回答を示

したものである。全体としては８割以上が「暮らしやすい」

「まあまあ暮らしやすい」と肯定的な評価を行なっている

が、前期高齢者（65 〜 74 歳）において「少し暮らしにくい」

「暮らしにくい」が 22％を占めており、他の世代よりも 10

％ほど否定的な割合が高くなっている。

3.3. 「暮らしやすさ」の理由

　次に、「暮らしやすい」「まあまあ暮らしやすい」と回答

した理由について尋ねた。その結果、図 4 に示されるよう

に「近くに知り合いがいるから」「友人が近くにいるから」

「元々住んでいた地域の人がいるから」「家族が近くにいる

から」などの社会関係に起因する諸要因を「暮らしやすさ」

の理由として回答した割合が全体の７割近くにのぼった。

また、この割合は後期高齢者ほど大きく、64 歳以下の「そ

の他」になると若干少なくなる。

　一方、「交通の便が良いから」「近くに店があるから」「不

便だと思わないから」などの生活環境に起因する諸要因を

理由としてあげたのは高齢者で 22 〜 25％にとどまるが、

64 歳以下の「その他」では 30％に達する。仕事や子育て

に忙しい現役世代では生活環境の利便性を重視する傾向が

みられるのに対し、高齢者世代ではむしろ日常生活におい

て支えや頼りになる社会関係を重視して「暮らしやすさ」

を評価していることがわかる。
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重要な問題であると考えられる。

　そこで本研究では、東日本大震災の被災地の一つである

岩手県大船渡市の災害公営住宅を対象として、災害公営住

宅の「暮らしやすさ」を入居者、とりわけ高齢者がどのよ

うに評価しているかを明らかにし、その要因を探るととも

に、そのような「暮らしやすさ」がどのようなきっかけで

変化していったのかを具体的に明らかにすることで、高齢

者にとって「暮らしやすい」災害公営住宅のあり方に関す

る基礎的な知見を得ることを目的とする。

2. 研究対象と調査方法

　大船渡市内には 2019 年 8 月時点で 24 団地の災害公営住

宅が立地していたが、そのうち調査許可を得ることができ

た 23 団地を対象として調査を行なった（表１）。RC 造の 3

〜 5 階建のものが多いが、木造平屋・2 階建のものもあり、

世帯数（調査時に入居が確認された世帯）も 4 戸から 59

戸まで様々である。入居開始時期は最も早いところで 2013

年からであるが、全体の半数は 2016 年から入居している。

集会所はほとんどの災害公営住宅で設置されているが、木

造団地の一部に未設置のものがみられる。また、自治会に

関しても大半の災害公営住宅で結成されているが、世帯数

の少ない一部の災害公営住宅においては近隣の自治会に加

盟するなどして未結成のところも見られる。

　調査方法は、アンケート調査（表 2）とインタビュー調

査（表 3）によった。アンケート調査では、入居者の属性

や災害公営住宅での交流状況や住環境、集会所の利用の有

表 1　調査対象の災害公営住宅

表 2　アンケート調査の概要および調査内容

表 3　インタビュー調査の概要および調査内容

全
体

属性 性別・年齢・就労状況・同居人構成・ご家族

災害公営住宅 交流・住環境・引越し・情報や支援

災害公営住宅集会所 集会所有無・イベント・必要品・鍵の管理・運営・希望・利用有無・理由

自治会 自治会発足時期・参加有無・活動内容・共益費

コミュニティサポーター 相談相手・支援員の必要性・巡回頻度・希望

行政の対応 満足・改善点・現在の行政の対応・管理会社の対応

コミュニティ形成支援 事業の感想・理由・身の回りの変化

65
歳
以
上

外出・趣味習い事 外出先・移動方法・目的・付き添い・頻度・趣味

交友関係 交友関係の増減・公営住宅内外での交流

災害公営住宅 知人と入居希望の有無・関係・入れたか・変化の有無

高齢者サポート拠点 過去の利用・閉鎖されたことでの不安・望むサービス・必要性

今後の生活 公営住宅内の住人とこれからも暮らしたいか

公営 構造 階数 棟数 世帯数 入居 集会所 自治会 インタビュー

住宅 開始年 設置場所 結成年 配布票数 回収票数 対象者数

A RC造 ３階 1棟 19 2014 1階入口付近 2015 12 4 1

B RC造 5階 1棟 22 2014 1階入口付近 2015 9 3 5

C RC造 3階 1棟 10 2014 1階入口付近 2015 10 7 6

D 木造 2階 5棟 19 2013 4号棟1階端 2016 13 6 3

E RC造 3階 1棟 12 2014 1階入口付近 2016 9 7 7

F RC造 3階 2棟 48 2015 1号棟1階端 2015 33 3 3

G RC造 3階 1棟 11 2015 1階入口付近 2016 11 2 1

H RC造 3階 1棟 32 2015 敷地内離れ 2016 19 6 1

I RC造 3階 1棟 28 2015 1階中央 2015 25 18 15

J RC造 3階 1棟 30 2015 1階中央 2015 16 6 4

K RC造 7階 1棟 59 2015 1階端 2015 43 20 7

L RC造 4階 1棟 45 2016 1階中央 2016 31 10 3

M 木造 平屋 4棟 8 2016 なし 2016 4 3 1

N RC造 3階 1棟 18 2016 1階入口付近 2016 10 4 1

O 木造 平屋 5棟 7 2016 中央棟 未結成 7 7 4

P RC造 3階 1棟 11 2016 1階端 未結成 5 3 2

Q 木造 平屋 2棟 4 2016 なし 未結成 4 2 0

R 木造 2階 3棟 9 2016 1号棟1階端 2016 4 2 2

S RC造 3階 1棟 20 2016 1階入口付近 2016 11 4 3

T 木造 平屋 6棟 5 2016 なし 未結成 4 2 1

U RC造 5階 1棟 49 2016 1階端 2017 37 15 2

V RC造 5階 1棟 42 2016 敷地内離れ 2017 31 9 2

W RC造 7階 1棟 52 2016 2階中央 2017 34 13 2

アンケート

対象地 岩手県大船渡市

対象とする災害公営住宅を訪問しての留め

置き調査。後日、調査員が訪問して回収。

調査期間 2019年8月18日〜11月17日

配布数 計382世帯、内訳は表１を参照

回収数 計156世帯(回収率 40.8％)

配布・

回収方法

対象地 岩手県大船渡市

調査方法

調査期間 2019年8月18日〜11月17日

対象者数 計 76人、内訳は表１を参照

対象とする災害公営住宅を訪問

してのインタビュー調査

64歳以下で支援を提供している人 65歳以上の高齢者

外部の支援者 64歳以下で支援を受けている人

・支援を行うに至った経緯 ・外出・交流について

・どういう支援を行なっているのか ・趣味活動について

・支援団体の運営について ・集会所の利用について

・今後どのような支援を行いたいか ・今後の生活について

インタビュー対象者

インタビュー内容
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無、自治会活動への参加状況などを尋ね、特に高齢者に対

しては外出先や移動方法、趣味活動、交友関係の増減、具

体的な交流状況などについて尋ねた。調査票の配布にあた

っては調査員が各世帯を訪問し、在宅の場合は調査への協

力を依頼したうえで調査票を手渡し注3)、不在の場合はポス

ティングをおこない、全 560 世帯のうち 382 世帯に調査票

を配布し、そのうち 156 世帯より回答を得た注4)。

　また，それぞれの災害公営住宅のアンケート調査でイン

タビュー調査の了承が得られた 76 人にインタビュー調査

を実施した。インタビュー項目として外出状況、人的交流、

介護要望、高齢期における生活変化、集会所への要望等に

ついての質問を設定したが、基本的には回答者に自由に口

述してもらう形式とした。

　なお、アンケート調査、インタビュー調査ともに 2019

年の 8 〜 11 月に実施した。また、5 章「「暮らしやすさ」

の変化の具体的事例」においては、過去 6 年間のインタビ

ュー調査のデータも合わせて分析を行った。

　なお、今回のアンケート調査で得られたデータについて

はデータ数および回収率ともに災害公営住宅の各団地によ

って大きなばらつきがあり、個々の団地の特徴を論じるこ

とが難しいと判断されること、全体の回収率も 27.9％とあ

まり高くないことをふまえて、次章の分析では災害公営住

宅全体の集計データを用いて調査対象とした災害公営住宅

の特徴をアンケートで把握できた範囲で描きだすことを主

眼とする。

3. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」とその要因

3.1. アンケート対象世帯の属性

　最初に、今回のアンケートデータで得られた 156 世帯の

属性を概観する。図 1 は世帯類型を示したものだが、全体

の 6 割近くを 1 人暮らしが占め、次いで夫婦のみの世帯が

2割を占めており、2世代・3世代同居は3割程度にとどまる。

さらに 1 人暮らし世帯 91 戸のうち 90 戸が高齢者世帯であ

り、夫婦世帯 31 戸のうち 30 戸が高齢者夫婦である。図 2

はアンケート回答者の年齢を示したものだが、8 割近くを

65 歳以上の高齢者が占めており、調査対象の災害公営住宅

に関しては入居者の高齢化・独居化の傾向が読み取れる。

3.2. 災害公営住宅の「暮らしやすさ」

　次に、災害公営住宅の「暮らしやすさ」についてのアン

ケート結果を検討する。図 3 は「現在住まわれている公営

住宅は暮らしやすいですか」という質問に対する回答を示

したものである。全体としては８割以上が「暮らしやすい」

「まあまあ暮らしやすい」と肯定的な評価を行なっている

が、前期高齢者（65 〜 74 歳）において「少し暮らしにくい」

「暮らしにくい」が 22％を占めており、他の世代よりも 10

％ほど否定的な割合が高くなっている。

3.3. 「暮らしやすさ」の理由

　次に、「暮らしやすい」「まあまあ暮らしやすい」と回答

した理由について尋ねた。その結果、図 4 に示されるよう

に「近くに知り合いがいるから」「友人が近くにいるから」

「元々住んでいた地域の人がいるから」「家族が近くにいる

から」などの社会関係に起因する諸要因を「暮らしやすさ」

の理由として回答した割合が全体の７割近くにのぼった。

また、この割合は後期高齢者ほど大きく、64 歳以下の「そ

の他」になると若干少なくなる。

　一方、「交通の便が良いから」「近くに店があるから」「不

便だと思わないから」などの生活環境に起因する諸要因を

理由としてあげたのは高齢者で 22 〜 25％にとどまるが、

64 歳以下の「その他」では 30％に達する。仕事や子育て

に忙しい現役世代では生活環境の利便性を重視する傾向が

みられるのに対し、高齢者世代ではむしろ日常生活におい

て支えや頼りになる社会関係を重視して「暮らしやすさ」

を評価していることがわかる。

91
(59%)31

(20%)

27
(17%)

5 (3%) 1 (1%)

⼀⼈暮らし 夫婦
２世代 ３世代
その他 n=155 (除く無回答１)

図 1　アンケート調査対象世帯の
　　世帯類型

図 2　アンケート回答者の
　　年齢構成
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図 3　災害公営住宅の「暮らしやすさ」
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重要な問題であると考えられる。

　そこで本研究では、東日本大震災の被災地の一つである

岩手県大船渡市の災害公営住宅を対象として、災害公営住

宅の「暮らしやすさ」を入居者、とりわけ高齢者がどのよ

うに評価しているかを明らかにし、その要因を探るととも

に、そのような「暮らしやすさ」がどのようなきっかけで

変化していったのかを具体的に明らかにすることで、高齢

者にとって「暮らしやすい」災害公営住宅のあり方に関す

る基礎的な知見を得ることを目的とする。

2. 研究対象と調査方法

　大船渡市内には 2019 年 8 月時点で 24 団地の災害公営住

宅が立地していたが、そのうち調査許可を得ることができ

た 23 団地を対象として調査を行なった（表１）。RC 造の 3

〜 5 階建のものが多いが、木造平屋・2 階建のものもあり、

世帯数（調査時に入居が確認された世帯）も 4 戸から 59

戸まで様々である。入居開始時期は最も早いところで 2013

年からであるが、全体の半数は 2016 年から入居している。

集会所はほとんどの災害公営住宅で設置されているが、木

造団地の一部に未設置のものがみられる。また、自治会に

関しても大半の災害公営住宅で結成されているが、世帯数

の少ない一部の災害公営住宅においては近隣の自治会に加

盟するなどして未結成のところも見られる。

　調査方法は、アンケート調査（表 2）とインタビュー調

査（表 3）によった。アンケート調査では、入居者の属性

や災害公営住宅での交流状況や住環境、集会所の利用の有

表 1　調査対象の災害公営住宅

表 2　アンケート調査の概要および調査内容

表 3　インタビュー調査の概要および調査内容

全
体

属性 性別・年齢・就労状況・同居人構成・ご家族

災害公営住宅 交流・住環境・引越し・情報や支援

災害公営住宅集会所 集会所有無・イベント・必要品・鍵の管理・運営・希望・利用有無・理由

自治会 自治会発足時期・参加有無・活動内容・共益費

コミュニティサポーター 相談相手・支援員の必要性・巡回頻度・希望

行政の対応 満足・改善点・現在の行政の対応・管理会社の対応

コミュニティ形成支援 事業の感想・理由・身の回りの変化

65
歳
以
上

外出・趣味習い事 外出先・移動方法・目的・付き添い・頻度・趣味

交友関係 交友関係の増減・公営住宅内外での交流

災害公営住宅 知人と入居希望の有無・関係・入れたか・変化の有無

高齢者サポート拠点 過去の利用・閉鎖されたことでの不安・望むサービス・必要性

今後の生活 公営住宅内の住人とこれからも暮らしたいか

公営 構造 階数 棟数 世帯数 入居 集会所 自治会 インタビュー

住宅 開始年 設置場所 結成年 配布票数 回収票数 対象者数

A RC造 ３階 1棟 19 2014 1階入口付近 2015 12 4 1

B RC造 5階 1棟 22 2014 1階入口付近 2015 9 3 5

C RC造 3階 1棟 10 2014 1階入口付近 2015 10 7 6

D 木造 2階 5棟 19 2013 4号棟1階端 2016 13 6 3

E RC造 3階 1棟 12 2014 1階入口付近 2016 9 7 7

F RC造 3階 2棟 48 2015 1号棟1階端 2015 33 3 3

G RC造 3階 1棟 11 2015 1階入口付近 2016 11 2 1

H RC造 3階 1棟 32 2015 敷地内離れ 2016 19 6 1

I RC造 3階 1棟 28 2015 1階中央 2015 25 18 15

J RC造 3階 1棟 30 2015 1階中央 2015 16 6 4

K RC造 7階 1棟 59 2015 1階端 2015 43 20 7

L RC造 4階 1棟 45 2016 1階中央 2016 31 10 3

M 木造 平屋 4棟 8 2016 なし 2016 4 3 1

N RC造 3階 1棟 18 2016 1階入口付近 2016 10 4 1

O 木造 平屋 5棟 7 2016 中央棟 未結成 7 7 4

P RC造 3階 1棟 11 2016 1階端 未結成 5 3 2

Q 木造 平屋 2棟 4 2016 なし 未結成 4 2 0

R 木造 2階 3棟 9 2016 1号棟1階端 2016 4 2 2

S RC造 3階 1棟 20 2016 1階入口付近 2016 11 4 3

T 木造 平屋 6棟 5 2016 なし 未結成 4 2 1

U RC造 5階 1棟 49 2016 1階端 2017 37 15 2

V RC造 5階 1棟 42 2016 敷地内離れ 2017 31 9 2

W RC造 7階 1棟 52 2016 2階中央 2017 34 13 2

アンケート

対象地 岩手県大船渡市

対象とする災害公営住宅を訪問しての留め

置き調査。後日、調査員が訪問して回収。

調査期間 2019年8月18日〜11月17日

配布数 計382世帯、内訳は表１を参照

回収数 計156世帯(回収率 40.8％)

配布・

回収方法

対象地 岩手県大船渡市

調査方法

調査期間 2019年8月18日〜11月17日

対象者数 計 76人、内訳は表１を参照

対象とする災害公営住宅を訪問

してのインタビュー調査

64歳以下で支援を提供している人 65歳以上の高齢者

外部の支援者 64歳以下で支援を受けている人

・支援を行うに至った経緯 ・外出・交流について

・どういう支援を行なっているのか ・趣味活動について

・支援団体の運営について ・集会所の利用について

・今後どのような支援を行いたいか ・今後の生活について

インタビュー対象者

インタビュー内容
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きるようになった」や「住民同士で話し合いができている」

という点である。これらは入居当初には得られなかった社

会関係が、時間の経過とともに新たに近隣住民や災害公営

住宅の入居者同士の間に生み出されてきていることを示し

ている。

　一方、「暮らしにくくなった」と回答した理由を尋ねた

ところ、表 5のような回答が得られた。それによると、「近

くに知り合いがいない」「家族が近くにいない」「友人が近

くにいない」などの理由とともに、「近隣住民と交流がな

く馴染めない」「住民同士で話し合うことができない」な

どの理由が上がっている。「暮らしやすくなった」ことの

理由とは反対に、入居から 3 〜 5 年が過ぎてもなかなか社

会関係が構築できていない様子がうかがえる。また、「暮

らしやすくなった」理由には見られなかった項目として、

「交通の便が悪い」「近くに店がない」などの生活環境の諸

条件が挙げられていることに加えて、「高齢になっていろ

いろと不便なことが増えた」という回答が見られる。加齢

とともに、今までできていたことが少しずつできなくなっ

ていくことが、環境条件の不便さとあいまって「暮らしに

くさ」につながっていることが推察される。

5. 「暮らしやすさ」の変化の具体的事例

　次に、上記のような「暮らしやすさ」の変化をインタビ

ューで得られた具体的事例に即してみることで、どのよう

な場合に「暮らしやすさ」が向上し、どのような場合に「暮

らしにくく」なるのかを具体的に検討したい。なお、本章

で用いるデータは筆者らが 2014 年から 2019 年にかけて継

続的に行った災害公営住宅の「暮らしやすさ」とその理由

に関するインタビュー調査の結果に基づいている。

　次頁の表 6 は分析の対象とした災害公営住宅の住民に

おける「暮らしやすさ」の変化のタイプと、変化の主

な要因を示したものである。「暮らしやすさ」の変化

のタイプは、災害公営住宅への入居期間中に「暮らし

やすさ」が向上した人をタイプⅠ「暮らしやすくなっ

た」、入居期間中に「暮らしやすさ」が低下した人を

タイプⅡ「暮らしにくくなった」、入居期間中に「暮

らしやすさ」の向上と低下の両方がみられた人をタイ

プⅢ「複合型」、全入居期間を通じて「暮らしやすさ」

の変化が見られなかった人をタイプⅣ「変化なし」と

して分類した。また、インタビュー結果に基づいて、

それぞれの「暮らしやすさ」の変化に際して、その要

因と考えられる主な事項を合わせて記した。

　表 6 で変化タイプと 2019 年の「暮らしやすさ」の

関係を見ると、タイプⅠ「暮らしやすくなった」では

2019 年の調査時点ですべての人が「1 暮らしやすい」

もしくは「2 少し暮らしやすい」と回答している一方、

タイプⅡ「暮らしにくくなった」では「4 暮らしにく

い」や「3 少し暮らしにくい」と回答している人が多

く見られる。タイプⅢ「複合型」とタイプⅣ「変化な

し」では「1 暮らしやすい」と「2 少し暮らしやすい」

の回答が多いが、一部で「4 暮らしにくい」や「3 少

し暮らしにくい」の回答も見られる。

　また、「暮らしやすさ」の変化の主な要因については、

「暮らしやすくなった」要因としては集会所の利用や、

集会所でおこなわれるお茶っこ（お茶会）やイベント、

体操教室等への参加をあげる人が多く見られる。一方、

「暮らしにくくなった」要因としては、加齢や病気に伴

う身体の不調により外出や集会所に行くことが難しく

なったことと、公営住宅の自治会や住民組織が十分に

機能しておらず集会所が使いにくいことなどがあげら

れている。また、タイプⅡ「暮らしにくくなった」と

タイプⅢ「複合型」において特徴的にみられるものと

して、集会所の利用者が固定化してしまい、他の人が

利用しにくい雰囲気があるというものもある。

　次にこれら「暮らしやすさ」の変化の４つのタイプ

から代表例を 1 つずつ取り上げて、個々のケースでど

のような場合に「暮らしやすさ」が向上し、どのような場

合に「暮らしにくく」なるのかを具体的に検討する。

　図 6 はタイプⅠ「暮らしやすくなった」の事例とし

て、災害公営住宅 E の入居者 No.6 の「暮らしやすさ」が

どのように変化したのかを、居住年数の経過とともに示し

たものである。No.6 が災害公営住宅に入居した頃は知人も

おらず、入居者との交流もなかった。しかし入居 2 年目に

は災害公営住宅内で世話役の住民（自治会長）が現れ、こ

の人の働きかけにより住民間の話し合いが行われるように

なり、No.6 も集会所に出かけるようになった。3 年目には

No.6 は頻繁に集会所を訪れるようになり、入居者の集まり

やイベントにも積極的に参加して住民同士の交流を深めて

いった。この No.6 のケースでは、当初は災害公営住宅内

に知人も親戚もおらず孤独だったのが、災害公営住宅内で

の自治会活動の活発化と集会所の積極的な利用により次第

に住民間の交流が生まれていった様子が見て取れる。この

ように入居前の人間関係やコミュニティを継続していなく

ても、災害公営住宅内での取り組みにより、暮らしやすい

環境を作り出すことが可能であることが示されている。

　一方、タイプⅡ「暮らしにくくなった」の事例であ

4. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化とその

　理由

4.1. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化

　次に、アンケート調査でインタビュー調査の了承が得ら

れた 76 人に行なったインタビュー調査の結果に基づいて、

「暮らしやすさ」の変化について検討する。以下で分析の

対象とするのは、上記 76 人のうち過去 4 〜 6 年間に継続

してインタビュー調査をおこなうことができた 41 人であ

る注5)。各年の調査においては、それぞれが入居する災害公

営住宅の「暮らしやすさ」とその理由に関する質問をおこ

なった。

　図 5 はこれらの 41 人に関して、災害公営住宅に入居し

てから現在までに災害公営住宅での「暮らしやすさ」がど

のように変化したのかを、2019 年の調査時点で回答しても

らい示したものである。それによると、全体の 78％が「ず

っと暮らしやすい」「暮らしやすくなった」と肯定的評価

を示すのに対し、22％は「ずっと暮らしにくい」「暮らし

にくくなった」という否定的評価を示している。また、以

前と比べて「暮らしやすくなった」が 37％であるのに対し、

「暮らしにくくなった」は 15％であり、良い方向に変化し

ている人の方が大きな割合を示している点は、全体として

災害公営住宅の「暮らしやすさ」が改善されてきているこ

とを示していると言える。

4.2. 「暮らしやすさ」の変化の理由

　そこで次に、このような「暮らしやすさ」の変化の理由

について検討する。インタビュー対象者に「暮らしやすく

なった」理由を尋ねたところ、表 4 に示すような回答が得

られた。前章で挙げた「暮らしやすさ」の理由とほぼ同様

の回答が得られたが、「暮らしやすくなった」理由として

特徴的な点は、「近隣住民と交流が生まれ、助け合いがで

17
(41%)

15
(37%)

3
(7%)

6
(15%)

ずっと暮らしやすい 暮らしやすくなった
ずっと暮らしにくい 暮らしにくくなった

n=41

図 5　災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化

・近くに知り合いがいない

・家族が近くにいない

・友人が近くにいない

・仮設住宅の友人が同じ公営住宅にいない

・元々コミュニティが出来上がっておりそこに馴染めない

・日常のちょっとした手伝いを頼むことができる人がいない

・緊急時に助けを呼べる人がいない

・公営住宅外の近隣住民と交流がなく、馴染めない

・住民同士で話し合うことができない

・交通の便が悪い

・近くに店がない

・高齢なっていろいろと不便なことが増えた

表 4　暮らしやすくなった理由

表 5　暮らしにくくなった理由

図 4　災害公営住宅における「暮らしやすさ」の理由（複数回答）
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きるようになった」や「住民同士で話し合いができている」

という点である。これらは入居当初には得られなかった社

会関係が、時間の経過とともに新たに近隣住民や災害公営

住宅の入居者同士の間に生み出されてきていることを示し

ている。

　一方、「暮らしにくくなった」と回答した理由を尋ねた

ところ、表 5のような回答が得られた。それによると、「近

くに知り合いがいない」「家族が近くにいない」「友人が近

くにいない」などの理由とともに、「近隣住民と交流がな

く馴染めない」「住民同士で話し合うことができない」な

どの理由が上がっている。「暮らしやすくなった」ことの

理由とは反対に、入居から 3 〜 5 年が過ぎてもなかなか社

会関係が構築できていない様子がうかがえる。また、「暮

らしやすくなった」理由には見られなかった項目として、

「交通の便が悪い」「近くに店がない」などの生活環境の諸

条件が挙げられていることに加えて、「高齢になっていろ

いろと不便なことが増えた」という回答が見られる。加齢

とともに、今までできていたことが少しずつできなくなっ

ていくことが、環境条件の不便さとあいまって「暮らしに

くさ」につながっていることが推察される。

5. 「暮らしやすさ」の変化の具体的事例

　次に、上記のような「暮らしやすさ」の変化をインタビ

ューで得られた具体的事例に即してみることで、どのよう

な場合に「暮らしやすさ」が向上し、どのような場合に「暮

らしにくく」なるのかを具体的に検討したい。なお、本章

で用いるデータは筆者らが 2014 年から 2019 年にかけて継

続的に行った災害公営住宅の「暮らしやすさ」とその理由

に関するインタビュー調査の結果に基づいている。

　次頁の表 6 は分析の対象とした災害公営住宅の住民に

おける「暮らしやすさ」の変化のタイプと、変化の主

な要因を示したものである。「暮らしやすさ」の変化

のタイプは、災害公営住宅への入居期間中に「暮らし

やすさ」が向上した人をタイプⅠ「暮らしやすくなっ

た」、入居期間中に「暮らしやすさ」が低下した人を

タイプⅡ「暮らしにくくなった」、入居期間中に「暮

らしやすさ」の向上と低下の両方がみられた人をタイ

プⅢ「複合型」、全入居期間を通じて「暮らしやすさ」

の変化が見られなかった人をタイプⅣ「変化なし」と

して分類した。また、インタビュー結果に基づいて、

それぞれの「暮らしやすさ」の変化に際して、その要

因と考えられる主な事項を合わせて記した。

　表 6 で変化タイプと 2019 年の「暮らしやすさ」の

関係を見ると、タイプⅠ「暮らしやすくなった」では

2019 年の調査時点ですべての人が「1 暮らしやすい」

もしくは「2 少し暮らしやすい」と回答している一方、

タイプⅡ「暮らしにくくなった」では「4 暮らしにく

い」や「3 少し暮らしにくい」と回答している人が多

く見られる。タイプⅢ「複合型」とタイプⅣ「変化な

し」では「1 暮らしやすい」と「2 少し暮らしやすい」

の回答が多いが、一部で「4 暮らしにくい」や「3 少

し暮らしにくい」の回答も見られる。

　また、「暮らしやすさ」の変化の主な要因については、

「暮らしやすくなった」要因としては集会所の利用や、

集会所でおこなわれるお茶っこ（お茶会）やイベント、

体操教室等への参加をあげる人が多く見られる。一方、

「暮らしにくくなった」要因としては、加齢や病気に伴

う身体の不調により外出や集会所に行くことが難しく

なったことと、公営住宅の自治会や住民組織が十分に

機能しておらず集会所が使いにくいことなどがあげら

れている。また、タイプⅡ「暮らしにくくなった」と

タイプⅢ「複合型」において特徴的にみられるものと

して、集会所の利用者が固定化してしまい、他の人が

利用しにくい雰囲気があるというものもある。

　次にこれら「暮らしやすさ」の変化の４つのタイプ

から代表例を 1 つずつ取り上げて、個々のケースでど

のような場合に「暮らしやすさ」が向上し、どのような場

合に「暮らしにくく」なるのかを具体的に検討する。

　図 6 はタイプⅠ「暮らしやすくなった」の事例とし

て、災害公営住宅 E の入居者 No.6 の「暮らしやすさ」が

どのように変化したのかを、居住年数の経過とともに示し

たものである。No.6 が災害公営住宅に入居した頃は知人も

おらず、入居者との交流もなかった。しかし入居 2 年目に

は災害公営住宅内で世話役の住民（自治会長）が現れ、こ

の人の働きかけにより住民間の話し合いが行われるように

なり、No.6 も集会所に出かけるようになった。3 年目には

No.6 は頻繁に集会所を訪れるようになり、入居者の集まり

やイベントにも積極的に参加して住民同士の交流を深めて

いった。この No.6 のケースでは、当初は災害公営住宅内

に知人も親戚もおらず孤独だったのが、災害公営住宅内で

の自治会活動の活発化と集会所の積極的な利用により次第

に住民間の交流が生まれていった様子が見て取れる。この

ように入居前の人間関係やコミュニティを継続していなく

ても、災害公営住宅内での取り組みにより、暮らしやすい

環境を作り出すことが可能であることが示されている。

　一方、タイプⅡ「暮らしにくくなった」の事例であ

4. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化とその

　理由

4.1. 災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化

　次に、アンケート調査でインタビュー調査の了承が得ら

れた 76 人に行なったインタビュー調査の結果に基づいて、

「暮らしやすさ」の変化について検討する。以下で分析の

対象とするのは、上記 76 人のうち過去 4 〜 6 年間に継続

してインタビュー調査をおこなうことができた 41 人であ

る注5)。各年の調査においては、それぞれが入居する災害公

営住宅の「暮らしやすさ」とその理由に関する質問をおこ

なった。

　図 5 はこれらの 41 人に関して、災害公営住宅に入居し

てから現在までに災害公営住宅での「暮らしやすさ」がど

のように変化したのかを、2019 年の調査時点で回答しても

らい示したものである。それによると、全体の 78％が「ず

っと暮らしやすい」「暮らしやすくなった」と肯定的評価

を示すのに対し、22％は「ずっと暮らしにくい」「暮らし

にくくなった」という否定的評価を示している。また、以

前と比べて「暮らしやすくなった」が 37％であるのに対し、

「暮らしにくくなった」は 15％であり、良い方向に変化し

ている人の方が大きな割合を示している点は、全体として

災害公営住宅の「暮らしやすさ」が改善されてきているこ

とを示していると言える。

4.2. 「暮らしやすさ」の変化の理由

　そこで次に、このような「暮らしやすさ」の変化の理由

について検討する。インタビュー対象者に「暮らしやすく

なった」理由を尋ねたところ、表 4 に示すような回答が得

られた。前章で挙げた「暮らしやすさ」の理由とほぼ同様

の回答が得られたが、「暮らしやすくなった」理由として

特徴的な点は、「近隣住民と交流が生まれ、助け合いがで

17
(41%)

15
(37%)

3
(7%)

6
(15%)

ずっと暮らしやすい 暮らしやすくなった
ずっと暮らしにくい 暮らしにくくなった

n=41

図 5　災害公営住宅における「暮らしやすさ」の変化

・近くに知り合いがいない

・家族が近くにいない

・友人が近くにいない

・仮設住宅の友人が同じ公営住宅にいない

・元々コミュニティが出来上がっておりそこに馴染めない

・日常のちょっとした手伝いを頼むことができる人がいない

・緊急時に助けを呼べる人がいない

・公営住宅外の近隣住民と交流がなく、馴染めない

・住民同士で話し合うことができない

・交通の便が悪い

・近くに店がない

・高齢なっていろいろと不便なことが増えた

表 4　暮らしやすくなった理由

表 5　暮らしにくくなった理由

図 4　災害公営住宅における「暮らしやすさ」の理由（複数回答）
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る災害公営住宅 P に入居する No.22 の例（図 7）はこれと

は対照的である。災害公営住宅に入居した当初、No.22 は

仮設住宅時代の知人や友人が多くいる仮設住宅の集会所に

頻繁に出かけて交流していたが、2 年目になると仮設住宅

は閉鎖され、集会所も使えなくなってしまった。災害公営

住宅の集会所は維持費の支払いや管理の問題から住民間の

合意が得られずに使われないままであったため、No.22 は

集まる場所を失ってしまい、3 年目以降もその状態が続い

た結果、多くの入居者が住民間で交流する機会を持てない

ままとなっている。この例に示されるように、たとえ災害

公営住宅内に集会所があっても、それが有効に利用されて

いなければ、交流の拠点とはなりえず、住民にとっては暮

らしにくいままの状況が続いてしまうことを示している。

また、No.22 にはあてはまらないが、加齢や病気に伴う

身体の不調により外出や集会所に行くことが難しくな

った入居者もタイプⅡの該当者 8 人中に 4 人ほど確認

されており、時間の経過とともに交流の機会が減少し

「暮らしにくさ」を感じるようになったと推察される。

　また、タイプⅢ「複合型」の事例である災害公営住宅 I

に入居する No.28 の例（図 8）は、集会所の利用者が固定

化してしまい、それ以外の人が集会所を利用しにくくなっ

たケースである。災害公営住宅 I では入居開始 2 年目から

集会所の利用が始まったが、3 年目にはしばしば特定の人

たちが集会所を利用するようになり、No.28 の入居者は集

会所を利用しにくいと感じるようになった。しかしその後、

集会所の利用方法について住民間で話し合いがおこなわ

れ、集会所利用のルールが定まったことで、No.28 は集会

所に行きやすくなったと感じるようになった。このように、

集会所の利用をめぐってはある程度住民間の調整が必要に

なる場合もあることがわかる。

　最後に、タイプⅣ「変化なし」の事例として、災害公営

住宅 V の No.41 の入居者についてみてみる（図 9）。No.41

は入居後の 4 年間を通じて一貫して「まあまあ暮らしやす

い」と回答していたが、集会所の利用については必ずしも

満足してはいなかった。No.41 は公営住宅に入居した当初、

近くに店もあり交通の便も良いことから「まあまあ暮らし

やすい」と感じていたが、公営住宅内に知り合いはほとん

どいなかった。2 年目には集会所で会議が行われるように

なり、公営住宅の住民とは挨拶ができる関係になった。し

かし 3 年目になっても 4 年目になっても集会所は会議の時

しか使われておらず、入居者が日常的に気軽に集まれる場

所とはなっていない。そのため、No.41 は集会所でイベン

トやお茶っこができればいいと感じている。このように集

会所が使われていても、必ずしも入居者の日常的な交流の

場とはなっていない場合も見受けられる。

6. まとめ

　本研究では、災害公営住宅の「暮らしやすさ」を入居者、

とりわけ高齢者がどのように評価しているかを明らかに

し、その要因を探るとともに、そのような「暮らしやすさ」

がどのようなきっかけで変化していったのかを具体的に明

らかにすることで、高齢者にとって「暮らしやすい」災害

公営住宅のための基礎的な知見を得ることを目指した。以

下、本研究で明らかとなったことをまとめる。

　１）災害公営住宅の「暮らしやすさ」についてのアンケ

ート結果によれば、全体としては８割以上が「暮らしやす

い」「まあまあ暮らしやすい」と肯定的な評価を行なって

いる一方で、前期高齢者においては否定的な評価が２割以

上を占めており、他の世代よりも否定的な割合が高くなっ

ている。

　２）「暮らしやすさ」の理由については、「近くに知り合

いがいるから」「友人が近くにいるから」「元々住んでいた

図 8　タイプⅢ ｢複合型 ｣事例：No.28 の場合 図 9　タイプⅣ ｢変化なし ｣事例：No.41 の場合

表 6　災害公営住宅の住民における「暮らしやすさ」の変化タイプと変化の主な要因

No. 公営 性別 年齢 居住 変化
1)

暮らし
2)

変化の主な要因
3)

住宅 年数 タイプ やすさ
2019年

1 A 男性 70代 6 Ⅰ 2 公民館活動への参加

2 B 女性 80代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、趣味教室や体操教室に参加

3 C 女性 80代 5 Ⅰ 1 集会所でイベントが開催されるようになった

4 C 女性 70代 5 Ⅰ 1 集会所でお茶っこやイベントが開催されるようになった

5 C 女性 90代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこや趣味教室に参加するようになった

6 E 男性 70代 6 Ⅰ 1 住民同士の話し合いができるようになり、支援員も来訪

7 E 女性 70代 6 Ⅰ 2 世話役に就任、集会所の鍵を住民が管理できるようになった

8 E 女性 80代 5 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、体操教室に参加

9 E 男性 70代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、体操教室に参加

10 I 女性 90代 4 Ⅰ 1 集会所に毎日通いイベントに参加、お世話係の住民がいて安心

11 I 男性 70代 4 Ⅰ 1 毎日集会所を利用し、お茶っこやイベントにも積極的に参加

12 I 女性 70代 4 Ⅰ 1 集会所を毎日利用し、イベントにも参加するようになった

13 K 女性 90代 5 Ⅰ 1 集会所を積極的に利用するようになった

14 O 女性 70代 4 Ⅰ 2 公営住宅内の住民が気にかけて訪ねて来てくれるようになった

15 R 女性 100代 4 Ⅰ 1 イベントがある時に集会所を利用、お茶っこは住民宅で行う

16 A 女性 80代 6 Ⅱ 4 自治会がうまく機能せず、集会所を利用する人も少ない

17 C 女性 80代 6 Ⅱ 2 加齢に伴い集会所利用が減少した

18 C 女性 70代 5 Ⅱ 2 加齢に伴い外出が減少し、集会所の利用も減った

19 I 女性 90代 5 Ⅱ 3 体調が悪くなり、外出ができず、集会所も利用できなくなった

20 I 女性 80代 5 Ⅱ 2 病気にかかり、集会所に行けなくなった

21 I 男性 70代 5 Ⅱ 3 集会所の利用者が固定化しており、利用しにくい

22 P 男性 70代 4 Ⅱ 4 共益費の問題から集会所が利用できず住民間の話し合いもない

23 U 女性 80代 4 Ⅱ 4 集会所は使われておらず、住民間の交流も見られない

24 D 男性 80代 6 Ⅲ 2 集会所でのお茶っこに参加、自分に合ったイベントが少ない

25 D 男性 80代 6 Ⅲ 2 集会所利用者が偏っていたが、お茶っこが開かれ参加者が増加

26 E 女性 90代 6 Ⅲ 4 集会所の利用が増えたが、他住民との関係が悪化し行きにくい

27 F 女性 60代 5 Ⅲ 1 周辺住民が集会所を取り仕切り、入居者は使いづらくなった

28 I 男性 70代 5 Ⅲ 1 集会所利用者が偏っており使いづらい、隣人とお茶っこで交流

29 J 女性 90代 6 Ⅲ 2 集会所でイベントが始まったが、利用者が固定化している

30 K 男性 80代 5 Ⅲ 1 集会所利用日が限られていたが、後に毎日使えるようになった

31 R 女性 90代 4 Ⅲ 1 公営住宅は交通の便が悪い、住民宅でお茶っこを開催して交流

32 B 女性 60代 6 Ⅳ 3

33 C 女性 70代 5 Ⅳ 1

34 I 女性 80代 5 Ⅳ 1

35 I 女性 60代 4 Ⅳ 1

36 I 女性 50代 4 Ⅳ 1

37 J 女性 90代 5 Ⅳ 1

38 K 女性 80代 4 Ⅳ 1

39 M 女性 60代 4 Ⅳ 3

40 N 女性 60代 5 Ⅳ 2

41 V 男性 70代 4 Ⅳ 2

1) ＜変化タイプ＞　Ⅰ 暮らしやすくなった Ⅱ 暮らしにくくなった Ⅲ 複合型 Ⅳ 変化なし 

2) ＜暮らしやすさ 2019年＞　1 暮らしやすい 2 少し暮らしやすい 3 少し暮らしにくい 4 暮らしにくい 

3) ＜変化の主な要因＞　ゴシック体：暮らしやすくなった要因　明朝体：暮らしにくくなった要因

図 6　タイプⅠ ｢暮らしやすくなった ｣事例：No.6 の場合 図 7　タイプⅡ ｢暮らしにくくなった ｣事例：No.22 の場合

災害公営住宅 P   No.22 (70代男性) 夫婦二人暮らし

居住年数

1

暮らしやすい

まあまあ暮らしやすい

少し暮らしにくい

暮らしにくい
2 3 4

R公営住宅ABさん

Bさんは出⾝集落の知⼈に会
うために、仮設住宅の集会所
に出かける。

仮設住宅は閉鎖されたが、災害公営住
宅の集会所は財政的な問題（共益費の
負担をどうするか）から利⽤できず、
Bさんは集える場所を失ってしまった。

災害公営住宅の集会所は依
然として使えず、⼊居者た
ちは集まる場所を持てない。

M公営住宅Mさん

1 3 52 64

災害公営住宅 E  No.6 (70代) 
一人暮らし

Aさんは災害公営住宅の集
会所を訪れ、⼊居者の集ま
りに参加して交流を深める

災害公営住宅にはAさん
の知⼈もおらず、住⺠間
の交流も持てない。

災害公営住宅での世話役が
できて話し合いが⾏なわれ
るようになり、Aさんも集
会所に通うようになった。
⽀援員も来るようになった

暮らしやすい

まあまあ暮らしやすい

少し暮らしにくい

暮らしにくい

居住年数
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る災害公営住宅 P に入居する No.22 の例（図 7）はこれと

は対照的である。災害公営住宅に入居した当初、No.22 は

仮設住宅時代の知人や友人が多くいる仮設住宅の集会所に

頻繁に出かけて交流していたが、2 年目になると仮設住宅

は閉鎖され、集会所も使えなくなってしまった。災害公営

住宅の集会所は維持費の支払いや管理の問題から住民間の

合意が得られずに使われないままであったため、No.22 は

集まる場所を失ってしまい、3 年目以降もその状態が続い

た結果、多くの入居者が住民間で交流する機会を持てない

ままとなっている。この例に示されるように、たとえ災害

公営住宅内に集会所があっても、それが有効に利用されて

いなければ、交流の拠点とはなりえず、住民にとっては暮

らしにくいままの状況が続いてしまうことを示している。

また、No.22 にはあてはまらないが、加齢や病気に伴う

身体の不調により外出や集会所に行くことが難しくな

った入居者もタイプⅡの該当者 8 人中に 4 人ほど確認

されており、時間の経過とともに交流の機会が減少し

「暮らしにくさ」を感じるようになったと推察される。

　また、タイプⅢ「複合型」の事例である災害公営住宅 I

に入居する No.28 の例（図 8）は、集会所の利用者が固定

化してしまい、それ以外の人が集会所を利用しにくくなっ

たケースである。災害公営住宅 I では入居開始 2 年目から

集会所の利用が始まったが、3 年目にはしばしば特定の人

たちが集会所を利用するようになり、No.28 の入居者は集

会所を利用しにくいと感じるようになった。しかしその後、

集会所の利用方法について住民間で話し合いがおこなわ

れ、集会所利用のルールが定まったことで、No.28 は集会

所に行きやすくなったと感じるようになった。このように、

集会所の利用をめぐってはある程度住民間の調整が必要に

なる場合もあることがわかる。

　最後に、タイプⅣ「変化なし」の事例として、災害公営

住宅 V の No.41 の入居者についてみてみる（図 9）。No.41

は入居後の 4 年間を通じて一貫して「まあまあ暮らしやす

い」と回答していたが、集会所の利用については必ずしも

満足してはいなかった。No.41 は公営住宅に入居した当初、

近くに店もあり交通の便も良いことから「まあまあ暮らし

やすい」と感じていたが、公営住宅内に知り合いはほとん

どいなかった。2 年目には集会所で会議が行われるように

なり、公営住宅の住民とは挨拶ができる関係になった。し

かし 3 年目になっても 4 年目になっても集会所は会議の時

しか使われておらず、入居者が日常的に気軽に集まれる場

所とはなっていない。そのため、No.41 は集会所でイベン

トやお茶っこができればいいと感じている。このように集

会所が使われていても、必ずしも入居者の日常的な交流の

場とはなっていない場合も見受けられる。

6. まとめ

　本研究では、災害公営住宅の「暮らしやすさ」を入居者、

とりわけ高齢者がどのように評価しているかを明らかに

し、その要因を探るとともに、そのような「暮らしやすさ」

がどのようなきっかけで変化していったのかを具体的に明

らかにすることで、高齢者にとって「暮らしやすい」災害

公営住宅のための基礎的な知見を得ることを目指した。以

下、本研究で明らかとなったことをまとめる。

　１）災害公営住宅の「暮らしやすさ」についてのアンケ

ート結果によれば、全体としては８割以上が「暮らしやす

い」「まあまあ暮らしやすい」と肯定的な評価を行なって

いる一方で、前期高齢者においては否定的な評価が２割以

上を占めており、他の世代よりも否定的な割合が高くなっ

ている。

　２）「暮らしやすさ」の理由については、「近くに知り合

いがいるから」「友人が近くにいるから」「元々住んでいた

図 8　タイプⅢ ｢複合型 ｣事例：No.28 の場合 図 9　タイプⅣ ｢変化なし ｣事例：No.41 の場合

表 6　災害公営住宅の住民における「暮らしやすさ」の変化タイプと変化の主な要因

No. 公営 性別 年齢 居住 変化
1)

暮らし
2)

変化の主な要因
3)

住宅 年数 タイプ やすさ
2019年

1 A 男性 70代 6 Ⅰ 2 公民館活動への参加

2 B 女性 80代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、趣味教室や体操教室に参加

3 C 女性 80代 5 Ⅰ 1 集会所でイベントが開催されるようになった

4 C 女性 70代 5 Ⅰ 1 集会所でお茶っこやイベントが開催されるようになった

5 C 女性 90代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこや趣味教室に参加するようになった

6 E 男性 70代 6 Ⅰ 1 住民同士の話し合いができるようになり、支援員も来訪

7 E 女性 70代 6 Ⅰ 2 世話役に就任、集会所の鍵を住民が管理できるようになった

8 E 女性 80代 5 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、体操教室に参加

9 E 男性 70代 6 Ⅰ 1 集会所でのお茶っこ、体操教室に参加

10 I 女性 90代 4 Ⅰ 1 集会所に毎日通いイベントに参加、お世話係の住民がいて安心

11 I 男性 70代 4 Ⅰ 1 毎日集会所を利用し、お茶っこやイベントにも積極的に参加

12 I 女性 70代 4 Ⅰ 1 集会所を毎日利用し、イベントにも参加するようになった

13 K 女性 90代 5 Ⅰ 1 集会所を積極的に利用するようになった

14 O 女性 70代 4 Ⅰ 2 公営住宅内の住民が気にかけて訪ねて来てくれるようになった

15 R 女性 100代 4 Ⅰ 1 イベントがある時に集会所を利用、お茶っこは住民宅で行う

16 A 女性 80代 6 Ⅱ 4 自治会がうまく機能せず、集会所を利用する人も少ない

17 C 女性 80代 6 Ⅱ 2 加齢に伴い集会所利用が減少した

18 C 女性 70代 5 Ⅱ 2 加齢に伴い外出が減少し、集会所の利用も減った

19 I 女性 90代 5 Ⅱ 3 体調が悪くなり、外出ができず、集会所も利用できなくなった

20 I 女性 80代 5 Ⅱ 2 病気にかかり、集会所に行けなくなった

21 I 男性 70代 5 Ⅱ 3 集会所の利用者が固定化しており、利用しにくい

22 P 男性 70代 4 Ⅱ 4 共益費の問題から集会所が利用できず住民間の話し合いもない

23 U 女性 80代 4 Ⅱ 4 集会所は使われておらず、住民間の交流も見られない

24 D 男性 80代 6 Ⅲ 2 集会所でのお茶っこに参加、自分に合ったイベントが少ない

25 D 男性 80代 6 Ⅲ 2 集会所利用者が偏っていたが、お茶っこが開かれ参加者が増加

26 E 女性 90代 6 Ⅲ 4 集会所の利用が増えたが、他住民との関係が悪化し行きにくい

27 F 女性 60代 5 Ⅲ 1 周辺住民が集会所を取り仕切り、入居者は使いづらくなった

28 I 男性 70代 5 Ⅲ 1 集会所利用者が偏っており使いづらい、隣人とお茶っこで交流

29 J 女性 90代 6 Ⅲ 2 集会所でイベントが始まったが、利用者が固定化している

30 K 男性 80代 5 Ⅲ 1 集会所利用日が限られていたが、後に毎日使えるようになった

31 R 女性 90代 4 Ⅲ 1 公営住宅は交通の便が悪い、住民宅でお茶っこを開催して交流

32 B 女性 60代 6 Ⅳ 3

33 C 女性 70代 5 Ⅳ 1

34 I 女性 80代 5 Ⅳ 1

35 I 女性 60代 4 Ⅳ 1

36 I 女性 50代 4 Ⅳ 1

37 J 女性 90代 5 Ⅳ 1

38 K 女性 80代 4 Ⅳ 1

39 M 女性 60代 4 Ⅳ 3

40 N 女性 60代 5 Ⅳ 2

41 V 男性 70代 4 Ⅳ 2

1) ＜変化タイプ＞　Ⅰ 暮らしやすくなった Ⅱ 暮らしにくくなった Ⅲ 複合型 Ⅳ 変化なし 

2) ＜暮らしやすさ 2019年＞　1 暮らしやすい 2 少し暮らしやすい 3 少し暮らしにくい 4 暮らしにくい 

3) ＜変化の主な要因＞　ゴシック体：暮らしやすくなった要因　明朝体：暮らしにくくなった要因

図 6　タイプⅠ ｢暮らしやすくなった ｣事例：No.6 の場合 図 7　タイプⅡ ｢暮らしにくくなった ｣事例：No.22 の場合

災害公営住宅 P   No.22 (70代男性) 夫婦二人暮らし

居住年数

1

暮らしやすい

まあまあ暮らしやすい

少し暮らしにくい

暮らしにくい
2 3 4

R公営住宅ABさん

Bさんは出⾝集落の知⼈に会
うために、仮設住宅の集会所
に出かける。

仮設住宅は閉鎖されたが、災害公営住
宅の集会所は財政的な問題（共益費の
負担をどうするか）から利⽤できず、
Bさんは集える場所を失ってしまった。

災害公営住宅の集会所は依
然として使えず、⼊居者た
ちは集まる場所を持てない。

M公営住宅Mさん

1 3 52 64

災害公営住宅 E  No.6 (70代) 
一人暮らし

Aさんは災害公営住宅の集
会所を訪れ、⼊居者の集ま
りに参加して交流を深める

災害公営住宅にはAさん
の知⼈もおらず、住⺠間
の交流も持てない。

災害公営住宅での世話役が
できて話し合いが⾏なわれ
るようになり、Aさんも集
会所に通うようになった。
⽀援員も来るようになった

暮らしやすい

まあまあ暮らしやすい

少し暮らしにくい

暮らしにくい

居住年数
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地域の人がいるから」「家族が近くにいるから」などの社

会関係に起因する諸要因が全体の７割近くにのぼり、この

割合は後期高齢者ほど大きくなることがわかった。一方、

「交通の便が良いから」「近くに店があるから」「不便だと

思わないから」などの生活環境に起因する諸要因は、64 歳

以下の「その他」で比較的多く挙げられた。

　３）「暮らしやすさ」の変化については、全体の 78％が

「暮らしやすくなった」「ずっと暮らしやすい」と肯定的評

価を示すのに対し、22％は「暮らしにくくなった」「ずっ

と暮らしにくい」と否定的評価を示している。

　４）「暮らしやすくなった」理由として特徴的な点は、「近

隣住民と交流が生まれ、助け合いができるようになった」

や「住民同士で話し合いができている」という点であり、

このことは、「暮らしやすさ」の変化の具体的事例でも示

したように集会所で開催されるお茶っこやイベントへの参

加を通じて、入居当初には得られなかった社会関係が新た

に生み出されてきていることを示していると考えられる。

　５）「暮らしにくくなった」理由としては、「近くに知り

合いや友人がいない」「住民同士で話し合うことができな

い」など交流関係の欠如を示す理由が上がっており、入居

から 3 〜 5 年が過ぎてもなかなか交流に結びつく社会関係

が構築できていない様子がうかがえる。この点は、「暮ら

しやすさ」の変化の具体的事例において、災害公営住宅の

集会所が有効に利用されていなかったり、一部の住民だけ

が利用する場所になってしまうことで、必ずしも災害公営

住宅住民全体の日常的な交流の場となりえていないことと

も関連していると思われる。

　以上のように、災害公営住宅における「暮らしやすさ」

は「近くに知り合いがいるから」「友人が近くにいるから」

「元々住んでいた地域の人がいるから」「家族が近くにいる

から」などの主に社会関係に起因する諸要因に大きく影響

されているとともに、そうした社会関係は集会所で開催さ

れるお茶っこやイベント、体操教室などの日常的な活動へ

の参加によって影響を受けていることが明らかとなった。

一方、加齢に伴う身体の不調や病気によって時間の経過と

ともに次第に外出や集会所の利用が困難となり、その結果、

「暮らしやすさ」が低下してしまう例もある。

　また、前章の具体的事例には示さなかったが、災害公営

住宅の集会所を入居者以外の周辺地域住民も利用するよう

になった結果、周辺地域住民が集会所を取り仕切るように

なり、かえって災害公営住宅の入居者が使いづらさを感じ

るような状況も一部で生じている（No.27 の場合）。集会所

利用者の固定化による集会所の使いにくさという問題とと

もに、集会所の利用に関しては一定のルールを設けたり、

ある程度の住民間の調整が必要となることが想定される。

　2 章でも述べたように、本研究で明らかにできた事例は

限られており、安易な一般化は謹まなければならない。そ

のため、今後はさらにこうした事例研究を蓄積し、より一

般的な傾向を見いだすことが必要である。

謝辞　調査にご協力いただきました大船渡市の災害公営住宅の皆様には心より

お礼を申し上げます。また、調査にあたっては香川大学大学院生（当時）の湯

谷朗人氏をはじめとする中島研究室の学生諸氏に多大な協力をいただきまし

た。合わせて謝意を表します。本研究には平成29-31年度科学研究費補助金（基

盤研究（C）、研究代表者：中島美登子）の一部を使用した。

注釈

注 1）復興庁「復興の現状と課題」2021 年 1 月

https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-1/2021.1_

genjoutokadai.pdf（最終閲覧日：2021 年 6 月 27 日）

注 2）2021 年 3 月 8 日付 朝日新聞 Digital より。

https://www.asahi.com/articles/ASP3762H2P35UTIL0BR.html（最終閲覧日：

2021 年 6 月 27 日）

注 3）調査票の配布にあたっては、最初の戸別訪問における調査依頼の段階で

調査への協力を断られる場合もあり、必ずしもすべての入居世帯に調査票を

配布できたわけではない。。

注 4）全世帯数に対するアンケート回収率は 27.9％、配布世帯数に対する回

収率は 40.8％である。なお、アンケートは原則として世帯主に代表して記入

してもらったが、高齢者に関する質問項目には世帯主であるか否かにかかわ

らず高齢者に記入してもらった（家族による代筆でも可）。

注 5) 2019 年のインタビュー回答者全 76 人中 35 人については、過去の調査

において継続的に毎年のデータを得ることができなかったため、今回の分析

対象からは除いた。
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